
新市建設計画新旧対照表 

  

変更後 変更前 

Ｐ４ 

Ⅰ はじめに 

２ 計画策定の方針 

(3) 計画の期間 

   この計画の期間は、合併に伴う財政支援措置等を考慮し、合併後おお

むね20 か年（2005年度（平成17年度）から2025年度まで）とし、その間

に行う施策や財政計画等について記載しています。 

 

Ｐ５ 

３ 人口の見通し 

  新市の2025年の推計人口は、約146,000 人となります。2015年(平成27 

年)と比較すると総人口が約10,000 人の減少、65 歳以上人口が約2,000 人

の増加、65 歳未満人口が約11,000 人の減少となり、このような社会構造

の変化に対応するため、これまでと違った新たな視点でのまちづくりが必

要になってきます。 

 

  

Ｐ４ 

Ⅰ はじめに 

２ 計画策定の方針 

(3) 計画の期間 

   この計画の期間は、合併に伴う財政支援措置等を考慮し、合併後おお

むね15 か年（平成17年度から平成32 年度まで）とし、その間に行う施

策や財政計画等について記載しています。 

 

Ｐ５ 

 ３ 人口の見通し 

  新市の平成32 年の推計人口は、約151,000 人となります。平成22 年と

比較すると総人口が約9,000 人の減少、65 歳以上人口が約6,000 人の増

加、65 歳未満人口が約14,000 人の減少となり、このような社会構造の変

化に対応するため、これまでと違った新たな視点でのまちづくりが必要に

なってきます。（平成22年国勢調査は、年齢不詳者が約1,000人いるため総

人口の減少数と一致しない。） 
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変更後 変更前 

Ｐ５  Ｐ５ 

実績値は国勢調査。年齢不詳者を含むため各年人口と３区分別人口の合計は一

致しない。推計値は上田市版人口ビジョン(平成 27 年 10 月策定)。 

実績値は国勢調査。年齢不詳者を含むため各年人口と３区分別人口の合計は一

致しない。推計値は上田市版人口ビジョン(平成 27 年 10 月策定)。 

上段：構成比 

下段：区分別人口 
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上段：構成比 

下段：区分別人口 



 

  

変更後 変更前 

Ｐ５９ 

Ⅶ 財政計画 

新市における当初の財政計画は、平成17年度から平成27 年度までの11か年

について、新市の普通会計の歳入・歳出の項目ごとに、合併による歳出削減

効果、国・県による財政支援措置、新市建設計画を実行するための経費など

を計上して算定しています。 

平成31年3月の変更に当たっては、平成17年度から平成29年度までについ

ては決算額に置き換え、平成30年度以降については基本的に当初計画の策定

条件を踏襲した財政計画としています。 

なお、本計画は現在想定できる地方財政制度などを基本にしながら算定し

たものであり、今後の経済状況、地方財政制度の改革などにより、取り巻く

環境が変化する可能性があります。よって、新市においては、堅実な財政運

営を基調とした予算編成を行いながら対応していきます。 

 

 

 

 

Ｐ５９ 

Ⅶ 財政計画 

新市における当初の財政計画は、平成17年度から平成27 年度までの11か年

について、新市の普通会計の歳入・歳出の項目ごとに、合併による歳出削減

効果、国・県による財政支援措置、新市建設計画を実行するための経費など

を計上して算定しています。 

平成28年3月の変更に当たっては、平成17年度から平成26年度までについ

ては決算額に置き換え、平成27年度以降については基本的に当初計画の策定

条件を踏襲した財政計画としています。 

なお、本計画は現在想定できる地方財政制度などを基本にしながら算定し

たものであり、今後の経済状況、地方財政制度の改革などにより、取り巻く

環境が変化する可能性があります。よって、新市においては、堅実な財政運

営を基調とした予算編成を行いながら対応していきます。 
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変更後 変更前 

Ｐ６１ 

３ 財政計画 

(1) 歳 入 

（単位：億円） 

科      目 

2005(平成17)

～ 

2010(22)年度 

2011(平成23)

～ 

2015(27)年度 

2016(平成28)

～ 

2020年度 

2021 

～ 

2025年度 

合    計 

市 町 村 税 １，３０７ １，０５５ １，０６６ １，０３２ ４，４６０ 

地方交付税・臨時財政対策債 ９４３ ９３３ ８４２ ８００ ３，５１８ 

 うち臨時財政対策債 １２４ １５７ １１１ ８０ ４７２ 

国 県 支 出 金 ４９７ ５４５ ５５１ ５７２ ２，１６５ 

地 方 債 ２１５ ２２０ １８９ １５６ ７８０ 

そ の 他 ８６６ ７３７ ７６０ ７９５ ３，１５８ 

合      計 ３，８２８ ３，４９０ ３，４０８ ３，３５５ １４，０８１ 
 

Ｐ６１ 

３ 財政計画 

(1) 歳 入 

（単位：億円） 

科      目 平成17～22年度 平成23～27年度 平成28～32年度 合    計 

市 町 村 税 １，３０７ １，０５２ １，０４６ ３，４０５ 

地方交付税・臨時財政対策債 ９４３ ９３２ ８４９ ２，７２４ 

 うち臨時財政対策債 １２４ １５７ １１５ ３９６ 

国 県 支 出 金 ４９７ ５４０ ５６４ １，６０１ 

地 方 債 ２１５ ２５７ １７３ ６４５ 

そ の 他 ８６６ ７４４ ８７０ ２，４８０ 

合      計 ３，８２８ ３，５２５ ３，５０２ １０，８５５ 
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変更後 変更前 

Ｐ６１ 

(2) 歳 出 

（単位：億円） 

科      目 

2005(平成17)

～ 

2010(22)年度 

2011(平成23)

～ 

2015(27)年度 

2016(平成28)

～ 

2020年度 

2021 

～ 

2025年度 

合    計 

人 件 費 ５９７ ４７８ ４９７ ４８８ ２，０６０ 

扶 助 費 ４４０ ５５７ ６２０ ６６８ ２，２８５ 

公 債 費 ５４５ ４０９ ３７５ ３２４ １，６５３ 

繰 出 金 ・ 補 助 費 等 ８７５ ７２７ ７９８ ８０５ ３，２０５ 

普 通 建 設 事 業 費 ４９２ ４９９ ３４９ ３２９ １，６６９ 

そ の 他 ８７９ ８２０ ７６９ ７４１ ３，２０９ 

合      計 ３，８２８ ３，４９０ ３，４０８ ３，３５５ １４，０８１ 
 

Ｐ６１ 

(2) 歳 出 

（単位：億円） 

科      目 平成17～22年度 平成23～27年度 平成28～32年度 合    計 

人 件 費 ５９７ ４７６ ４８１ １，５５４ 

扶 助 費 ４４０ ５６２ ６６５ １，６６７ 

公 債 費 ５４５ ４１１ ４５５ １，４１１ 

繰 出 金 ・ 補 助 費 等 ８７５ ７１８ ７６４ ２，３５７ 

普 通 建 設 事 業 費 ４９２ ５５３ ３９４ １，４３９ 

そ の 他 ８７９ ８０５ ７４３ ２，４２７ 

合      計 ３，８２８ ３，５２５ ３，５０２ １０，８５５ 
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